〔参考〕

（▲▲自治会）防犯カメラ管理要綱　
（趣旨）

第１条　この要綱は、日常生活の安全の確保及び生活環境の安全を図るため、△△自治会が街頭に設置した防犯カメラの管理及び運用について必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)防犯カメラ　犯罪、不法行為の発生を抑止又は監視を目的として▲▲自治会が街頭に継続的に設置する撮影機器で、ＳＤカード、コンパクトフラッシュ等の記録媒体に画像を記録する機能を有し、当該機器から直接その画像を取り出すことができるものをいう。
(2)街頭　道路、公園等の不特定多数の者が通行し、又は出入りする屋外の場所をいう。
(3)画像　防犯カメラにより記録された映像情報をいう。
(4)外部　▲▲自治会の会員以外の個人、団体をいう。

（管理責任者の設置）

第３条　防犯カメラの適正な管理及び運用を行うため、自治会に防犯カメラ管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。

２　管理責任者は、自治会長又は自治会で防犯を担当している者とし、次に掲げる事務を行う。

　(1)画像の保存及び管理に関すること。

　(2)捜査機関等に対する画像の提供手続に関すること。

　(3)画像を取り出す者の指名に関すること。
　(4)防犯カメラの保守及び維持管理に関すること。　
３　管理責任者は、画像から知り得た情報を他人に漏らしてはならない。管理責任者でなくなった後においても同様とする。

４ 　管理責任者は、管理責任者が指名する者以外の者に、防犯カメラにより収集された個人情報の取扱い、画像の加工、閲覧・複写を行わせない。
５　管理責任者は、防犯カメラにより撮影された個人情報の保護に努めるため、画像を閲覧させた者への指導を徹底する。

（画像の保存期間）

第４条　防犯カメラは２４時間継続して稼働するものとし、一定の保存期間を経過した画像は、確実かつ速やかに消去するものとする。

２　記録媒体の廃棄に当たっては、破砕する等、画像の漏えい防止のための十分な措置を講じるものとする。

（画像の利用目的）

第５条　次の各号のいずれかに該当する場合に限り、画像を自治会内で利用できることとし、他の目的のために利用してはならない。

(1)自治会内エリアにおける不法・迷惑行為の対策を講じるために必要な場合

(2)自治会員の日常生活の安全の確保及び生活環境の安全を図るために必要な場合
(3)自治会員の個人の生命、身体又は財産の保護を目的とする場合
（画像の利用手続き）
第６条　自治会として画像を利用する必要がある場合は、利用の可否について自治会役員会において決議を経るものとする。

２　自治会員が画像利用を希望する場合は、管理責任者に対し、防犯カメラ画像利用申出書（様式第１号）を提出するものとし、利用の可否について自治会役員会において決議を経た場合は、管理責任者は当該会員に対して速やかに決議結果を通知しなければならない。

３　自治会内エリアにおいて不審火、器物損壊など日常生活を脅かす事象が発生し、緊急かつやむを得ない場合には、管理責任者を含む複数の自治会役員の判断により、画像の利用を認めることができるものとし、管理責任者は利用後自治会役員会に報告しなければならない。

（画像の取り出し）
第７条　画像を利用する場合、管理責任者が指名した者に対し、画像の取り出しを行わせるものとし、管理責任者を含む複数の自治会役員立ち会いのもとで画像を利用するものとする。なお、利用時において、無関係な自治会員のプライバシーの配慮に努めなければならない。
２　自治会で画像を利用することを提案又は自治会員から利用の申し出があった場合において、防犯カメラの画像の保存期間上、自治会役員会の手続きまでに画像が自動消去されてしまう可能性がある場合に限り、決議を経る前に管理責任者は画像の取り出しを行うことができるものとする。

（画像の提供）
第８条　次の各号のいずれかに該当する場合を除き、画像を外部に提供してはならない。　

　(1)法令に基づく請求があった場合

　(2)捜査機関から犯罪の未然防止及び犯罪発生時への対応のため、画像の提供を求められた場合

　(3)箕面市から市民の日常生活の安全の確保及び生活環境の安全を図るため、画像の提供を求められた場合

２　a)管理責任者は、外部から画像の提供の申し出があったときは、申し出に関する書類の提出を求めるものとし、管理責任者又は管理責任者が指名する自治会役員が立ち会うこととする。

２　b)管理責任者は、外部から画像の提供の申し出があったときは、申し出に関する書類の提出を求めたうえで、自治会が立ち会うことなく提供することができるものとし、管理責任者は後日、自治会役員会に速やかに報告するものとする。ただし、報告することが捜査上支障をきたす等の申出があった場合には、必要な期間報告を遅らせることができる。

（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、防犯カメラの管理に関し必要な事項は、自治会総会、役員会等で協議の上決定する。
×××附×則

×この要綱は、平成○○年●●月○○日から施行する。
※自治会内で防犯カメラの画像を利用するパターン








